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自分を守る！ ▶初動体制の構築 01 社員に対する教育・啓発・訓練を行う 

247 地域の防災力を高め、災害時のリーダー役となる 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

株式会社フジ 
【平成 28年】 

9500001003505 サプライ関連事業者 
【卸売業，小売業】 

愛媛県 

1 取組の概要 

 小売店が災害初動時の対応力を高めるとともに、地域防災のリーダー役を担う 

 株式会社フジは、四国４県 ・広島県 ・山口県に94の店舗を持ち  平成 29年２月末時点）、食

料品 ・衣料品 ・日用雑貨品等を販売する直営店舗やショッピングセンターを展開している。店

舗展開している地域は、近い将来、南海トラフ地震が発生する可能性が高いといわれ、また、

東日本大震災からも、食料品等を取り扱う小売業は、災害時に地域の重要なインフラとして大

きな役割を担うことが期待されている。 

 そのため、同社では県をまたぐ大規模災害発生時を想定し、「緊急事態対応マニュアル」の見

直しを行っている。また、大規模地震等の災害が発生した場合でも、顧客及び従業員の生活に

影響を及ぼさないよう、事業の継続と早期復旧に取り組むための事業継続計画  BCP）を平成

24年に策定した。 

<株式会社フジ BCP基本方針> 

・お客さま・従業員の安全を確保する 

・地域の拠点としてライフラインの役割を果たす 

・できるかぎり早期での営業活動の正常化を目指す 

 災害時において円滑な活動を進めるためには防災の知識や技術を平時から身につけておくこ

とが重要である。同社では、各店の店長及び本部マネジャー等が「防災士」の資格を取得し、

平時の活動や防災訓練等に取り組み、店舗の防災力を高めるとともに、地域防災の拠点として

の役割を目指している。 

 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 従業員教育、訓練、防災士の配置 

 同社では、事業所ごとに災害対策組織を編成し、火災や地震等

の災害を具体的に想定した総合防災訓練を実施し、新たな問題

点の確認や内容の見直しを含めた訓練に取り組んでいる。 

 「防災士」資格を各店の店長及び本部マネジャー等が取得し、

平時から高い防災意識を保ち、防災訓練や啓発活動を行いなが

ら、大規模災害が起こった時には、公的支援が到着するま

での被害拡大の抑制や被災者支援活動等の役割を積極的に ▲大規模災害合同訓練の様子 
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担えるよう努めている。また、店頭には店長が防災士であることを掲示するなど、地域住民の

防災・減災意識の向上を図るとともに、安心・安全な店舗づくりを行っている。 

設備・施設対策 

 同社の店舗や事務所では、災害等に備え、次の設備・施設対策を実施している。 

◇全事業所において、AED 自動体外式除細動器）や避難誘導等に必要な器具を設置。 

◇災害対応型カップ自販機の導入 38店舗、平成 29 年２月末時点）。 

◇水害時における店舗での浸水対策として、出入り口に主導で設置できる止水シートを店舗

後方に常備 一部店舗）。 

◇非常時 停電時）は、携帯電話やパソコン等の電源としても使用可能な減災型ソーラーパ

ネルを店舗屋上に設置 一部店舗）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 取組の平時における利活用の状況 

 従業員の意識啓発 

 従業員の携帯用 「防災ハンドブック」を作成するとともに、マネジャーは 「緊急対応マニュア

ル小冊子」を携帯し、非常時における体制整備に努めている。 

防災イベント等、情報提供・コミュニティの場として 

 同社は、各事業所が、地域の安全 ・安心につながる情報提供 ・コュュニィのの場となるよう、

地域や行政と連携した防災訓練やイベント等も実施している。 

◇お客さまと行う合同防災訓練 地域の自主防災会と連携した、消火訓練や救護実演、AED

を使用した救護教室、等） 

◇行政と連携した防災イベント 

 

4 取組の国土強靭化の推進への効果 

  過去の大規模災害では、特に地域における大規模な小売店に地域住民が避難したり、早期に再

開した小売店が被災者のライフラインとしての役割を果たした事例は多く報告されている。そ

のため、同社では、小売店が、地域の防災拠点となれるよう、平時より地域や行政と連携した防

災訓練やイベント等の活動を実施することは重要であると考える。また、有事の際に早期復旧

▲止水シートの設置 ▲減災型ソーラーパネルの設置 
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に向けて的確、安全に対応するためにも、平時より従業員への訓練や教育を行い、従業員の災害

対応能力を高めることは重要であると考えている。 

 

5 防災・減災以外の効果 

  同社では、地域や行政等とイベント等を協力して実施することで、有事の際はもちろん、平時か

ら地域のコュュニィのの場となることを目指している。 

 

6 現状の課題・今後の展開など 

  今後も、事業者としての役割のみならず、地域の防災力を高め、災害時のリーダー役として地域

に貢献できるよう、「各地域や状況に適した防災 ・減災対策の実施」、「継続的な訓練と問題点の

洗い出しと見直し」、「行政との連携強化」に努めることが必要であると、同社では考えている。 

 

7 周囲の声 

  平時より、市の防災訓練や自主防災組織等の地域の防災訓練にも協力されている。また、各店舗

の店長が防災士の資格を取得するなど、BCP の取組も積極的であり、消防団協力事業所として

市の認定を受けている他、市の推薦により、NPO法人日本防災士機構から、防災協力事業所の

認証も受けている。今後も、地域社会との連携や、店舗の事業継続力を高める取組を進めてほし

い。 地方公共団体） 
 


